
第３号様式 

指名停止措置の概要 

１ 指名停止措置業者名：株式会社東技コーポレーション 

業者の住所：大阪府大阪市淀川区宮原１－１９－２３ 

ステュディオ新御堂８１３号 

２ 指名停止措置期間 ：令和７年８月２１日から令和８年１月２０日まで（５か月）  

３ 指名停止措置の範囲：全国の都道府県 

４ 事実概要 

同社は、大阪市発注の複数の工事において、建設業法第２６条第３項に違反して、

他の工事現場に専任の主任技術者として配置されていた者を専任の主任技術者と

して配置し、また、同法第２２条第１項の規定に違反して、請け負った建設工事を

一括して他の業者に請け負わせ、さらに、同法第２７条の２６第２項から第４項ま

での規定に違反して、経営規模等評価申請のうち、「技術職員名簿」及び「工事経

歴書」に虚偽の記載をして得た経営事項審査結果を大阪市へ提出し、大阪市がその

結果を資格審査に用いた。 

このことが、同法第２８条第１項柱書、同項第２号及び同条第３項に該当すると

して、令和７年４月１日、建設業許可部局である大阪府知事から監督処分（指示処

分及び２５日間の営業停止処分）を受けたものである。 

５ 指名停止措置理由 

「工事請負契約に係る指名停止等の措置要領の制定及び運用について」の  

別表２の１１（第６の３を適用） 

 

 ＜指名停止措置基準＞ 

措  置  要  件 期   間 
別表第２ 
 
１～10 略 
 
（建設業法違反行為） 
11 部局の所在する都道府県内において、建設業

法（昭和２４年法律第１００号）の規定に違反
し、工事の請負契約の相手方として不適当であ
ると認められるとき（次号に掲げる場合を除
く。）。 

 

12～14 略 

 

 
 
 
 
 
当該認定をした日から当該ブロ
ックを対象として１か月以上９
か月以内 

 


